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「Ａ 回復期病床への転換」に係る財政支援

回復期以外から回復期へ10床以上転換する際に必要となる施設・設備を補助
①増改築 1床当たり4,640千円
②改 修 1床当たり3,406千円
③設 備 1施設当たり10,800千円（1品当たりの単価100千円以上）

「Ｂ 医療機関の事業縮小」に係る財政支援

各圏域において過剰とされている病床を10床以上削減する際に必要となる費用を補助
①施設整備 1床当たり3,406千円
②建物処分 1床当たり2,320千円
③機器処分 1施設当たり5,400千円（H28.3.31まで取得したものに限る）
④退職金の割増相当額 1人当たり6,000千円

「C 複数の医療機関の連携により病床再編」に
係る財政支援

複数医療機関間で合意し10床以上削減する再編計画の際に必要となる費用を補助
①増改築 1床当たり 4,640千円
②施設整備 1床当たり3,406千円
③設 備 1施設当たり10,800千円（1品当たりの単価100千円以上）
④建物処分 1床当たり2,320千円（H28.3.31まで取得したものに限る）
⑤機器処分 1施設当たり10,800千円（H28.3.31まで取得したものに限る）
⑥退職金の割増相当額 1人当たり6,000千円

回復期転換

計200床
急性期200床

計200床
急性期190床
回復期 10床

病床削減

計200床
急性期200床

計180床
急性期180床
▲20床

A病院200床

B病院100床
廃止

統合後のＡ病院

250床
▲50床

統合等


